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１ 計画の目的 

本市では、高度経済成長期の人口増加や社会情勢の変化、市民ニーズの多様化に対

応するため、昭和 40年代から 50年代にかけて小中学校校舎や庁舎などの公共施設

や、道路、橋梁などのインフラ資産を整備してきました。近い将来にはこれらの公共

施設等が一斉に耐用年数を迎えることから、大規模改修や更新等に係る費用が集中的

に必要となり、財政状況が厳しくなることが予測されます。 

このような公共施設等を取り巻く厳しい状況が見込まれる中で、将来の人口規模や

社会情勢等に応じた公共サービスを安全かつ持続的に提供するために、長期的な視点

で施設の更新・長寿命化などを計画的に行うマネジメントの取組みが求められていま

す。そのため、国が定める『インフラ長寿命化基本計画』に基づき、2017（平成 29）

年 3月には、『岐阜市公共施設等総合管理計画』を策定し、公共施設等を自治体経営

の視点から総合的に管理、活用する「公共施設等マネジメント」に取り組んでいます。 

これらの背景を踏まえて、本計画は岐阜市文化会館（岐阜市文化センター及び岐阜

市民会館）が点検や計画的な保全により安全・安心な公共サービスを提供していくこ

と、併せて長寿命化、財政負担の低減・平準化を図ることを目的としています。 

 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、本市が保有する公共施設等の全体に関する総合的なマネジメントの基本

方針を示す『岐阜市公共施設等総合管理計画』を踏まえて、個別施設の具体的な取組

みについて定めます。 

本計画の位置付けは、以下のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

岐阜市公共施設等総合管理計画 

岐阜市文化会館個別施設計画 

インフラ長寿命化基本計画 

計 画 の 位 置 付 け 

「国が定める基本計画」 

「公共施設等の総合的かつ計画的 
な管理における基本的な方針」 

「個 別 施 設 の 管 理 方 針」 
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3 計画期間 
 

建築物の状態は、経年劣化等により常に変化し、また、施設に求められる性能や機

能も時代と共に変化していきます。このことから、建築物系施設の状態や取り巻く環

境の変化に柔軟に対応し、計画の実効性を確保できるように、10年間を計画期間と

します。 

 

 

4 対象施設 
 
    【岐阜市文化センター】 

施設名称 岐阜市文化センター 

竣工年度 １９８４（昭和５９）年 

所 在 地 岐阜市金町５丁目７番地２ 

敷地面積 3537.39㎡ 延床面積 10270.21㎡ 

主要構造 鉄骨鉄筋コンクリート 法定耐用年数 50年 

施設構成 

催し広場（2,000席）、小劇場（500席）、練習室、展示室、

第 1会議室、第 2会議室、音楽室、録音室、音楽スタジオ、

第 1 美術工芸室、第 2 美術工芸室、和室（舞台付）、          

和室（茶室付）、囲碁室、街並ギャラリー 

 

    【岐阜市民会館】 

施設名称 岐阜市民会館 

竣工年度 1967（昭和 42）年 

所 在 地 岐阜市美江寺町２丁目６番地 

敷地面積 5432.88㎡ 延床面積 8265.74㎡ 

主要構造 鉄筋コンクリート造 法定耐用年数 50年 

施設構成 

大ホール（固定席 １階 987席・２階 514席：計 1,501席）、

展示ギャラリー、会議室８０、会議室４８、多目的ルーム A、

多目的ルーム B、練習スタジオ、和室 

 

 

5 施設の劣化状況 

 

（１）岐阜市文化センター 

平成 30年度及び平成 31年度に実施した劣化診断調査では、文部科学省作成の

「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」の評価方法を基本に劣化状況を判定

しています。 

１）部位の評価区分と評価点 

劣化診断調査では、以下の表に示す基準のとおり、調査対象の部位について、 

それぞれ評価を行い、評価点を付しています。  
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【部位の評価区分と評価点（屋根・屋上、外壁、内部仕上）】 

評価区分 基準 評価点 

A 概ね良好（10％未満） 0点 

B 
部分的（10％～30％未満）に劣化 

（安全上、機能上、問題なし） 
4点 

C 
広範囲（30％以上）に劣化 

（安全上、機能上、不具合発生の兆し） 
10点 

D 

早急に対応する必要がある 

（安全上、機能上、問題あり） 

（躯体の耐久性に影響を与えている）等 

25点 

（出典：岐阜市公共施設劣化診断業務委託報告書） 

 

２）部位の重要度係数 

各部位を評価する中で、建築物の劣化に大きく影響を及ぼす部位と、比較的影

響が少ない部位があり、その部位の影響度に応じた評価をするため、重要度の判

断基準と重要度係数を以下の表のとおりに定めています。 

 

【部位の重要度の考え方】 

部位の重要度の判断基準 重要度係数 

特に安全性に係わる部位（屋根・屋上の仕上材、外壁の仕上材） 1.00 

計画保全にすべき部位（笠木、ﾙｰﾌﾄﾞﾚｲﾝ） 0.75 

計画保全が望ましい部位（外部建具） 0.50 

事後保全で良い部位（屋上雑、外部雑） 0.25 

事後保全で良い部位（内部仕上） 0.05 

（出典：岐阜市公共施設劣化診断業務委託報告書） 

 

３）総合判定方法 

調査対象のすべて（屋根・屋上から内部仕上材）の評価を点数化し、総合劣化度

として判定します。総合劣化度の計算式は以下に示すとおりです。 

なお、総合劣化度は点数が高いほど健全となります。 

 
【計算式】 
 

    総合劣化度＝100－｛各部位の総和 （ 部位の評価点× 部位の重要度係数 ）｝ 

 

  

良好 

劣化 

重要 

軽 
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４）判定結果 

岐阜市文化会館の評価結果は以下のとおりとなります。 
 
【岐阜市文化センター劣化診断調査 判定結果】 

部位 部位詳細 評価 重要度係数 評価点 

屋根・屋上 仕上材・立上り C 1.00 10.00 

笠木・ﾙｰﾌﾄﾞﾚｲﾝ B 0.75 3.00 

屋根雑 B 0.25 1.00 

小 計 14.00 

外壁 仕上材 B 1.00 4.00 

外部建具 A 0.50 0.00 

外部雑 A 0.25 0.00 

小 計 4.00 

内部仕上 床 B 0.05 0.20 

壁・柱 B 0.05 0.20 

天井 B 0.05 0.20 

内部建具 A 0.05 0.00 

内部雑 B 0.05 0.20 

小 計 0.80 

部位別（外部＋内部）評価点合計 18.80 

総合劣化度（100‐評価点合計） 81.20 
（出典：岐阜市公共施設劣化診断業務委託報告書） 

 

【岐阜市民会館劣化診断調査 判定結果】 

部位 部位詳細 評価 重要度係数 評価点 

屋根・屋上 仕上材・立上り D 1.00 25.00 

笠木・ﾙｰﾌﾄﾞﾚｲﾝ B 0.75 3.00 

屋根雑 C 0.25 2.50 

小 計 30.50 

外壁 仕上材 B 1.00 4.00 

外部建具 C 0.50 5.00 

外部雑 A 0.25 0.00 

小 計 9.00 

内部仕上 床 A 0.05 0.00 

壁・柱 D 0.05 1.25 

天井 D 0.05 1.25 

内部建具 A 0.05 0.00 

内部雑 A 0.05 0.20 

小 計 6.50 

部位別（外部＋内部）評価点合計 55.00 

総合劣化度（100‐評価点合計） 45.00 
（出典：岐阜市民会館劣化診断等業務委託調査報告書）  
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6 長寿命化の推進 

 

（1）目標使用年数 

【岐阜市文化センター】 

岐阜市公共施設の保全に関する指針で定める目標使用年数「80 年」を前提に、

長寿命化を図ります。 

ただし、劣化診断調査におけるコンクリート中性化試験の結果にて、中性化深さ

が鉄筋まで到達した施設は、ひび割れや漏水の影響が加わると加速度的に鉄筋の腐

食が進行し、コンクリートの爆裂を生じる恐れがあるため、大規模工事実施前に追

加調査を実施し、その結果を踏まえて目標使用年数を再設定します。 

【岐阜市民会館】 

令和２年度に実施した「岐阜市民会館劣化診断等調査」において、コンクリート

の圧縮試験結果から２０３２年に耐震補強工事の設計強度を下回る可能性がある

との調査結果が出たため、本計画における目標使用年数は２０３２年とし、それ以

降の施設の継続方針については、躯体強度にかかる再調査を実施し、施設の現況に

応じて計画の見直しを図ります。 

 

（2）対象部位及び更新周期 

本計画で定める対象部位については、「岐阜市公共施設の保全に関する指針」で

規定される以下の表の部位毎の更新周期を参考に改修・更新等を計画します。 

ただし、専門家による法定点検及び保守点検等の定期的なメンテナンスを行うと

ともに、管理者点検チェックシートによる日常点検の実施により、施設の劣化や損

傷状況を早期に把握し、適切な処置を行うことで、使用年数を延命することも可能

なため、更新周期はあくまで目安として計画します。 

また、効率的に更新等を進めていくために、その部位の持つ役割・重要性を考慮

して、更新周期の近い部位を前倒し、先送りにより同時更新するよう努めます。 

なお、以下の表に記載のない部位については、事後保全型管理を基本としますが、

定期点検等の結果を参考に更新等を検討します。 
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【部位毎の主な対象と更新周期】 
 

対象部位 更新周期 

建
築 

屋根・屋上 
アスファルト露出断熱防水、 

改質アスファルトシート断熱防水等 
20～30 

外壁 

タイル張り等 50 

外部塗装 20 

シーリング 20 

電
気
設
備 

受変電 受変電盤、変圧器 30 

自家発電装置 ディーゼル発電機 30 

機
械
設
備 

熱源 冷凍機、吸収式冷温水機、冷却塔、ボイラ（鋳鉄、鋼板） 25 

空調 
エアーハンドリングユニット、水冷パッケージ、 

ビル用マルチ 
20 

給排水ポンプ 
揚水ポンプ、加圧給水ポンプ、給湯循環ポンプ 15 

冷却水ポンプ、冷温水ポンプ 20 

水槽 

受水槽、高架水槽（FRP 製） 30 30 

受水槽、高架水槽（鋼板製） 20 20 

受水槽、高架水槽、貯湯槽（SUS 製） 30 

消火 
屋内消火栓 30 

ポンプ、スプリンクラー 20 

防災 
自動火災報知設備、自火報感知器 20 

排煙ファン 25 

搬送 エレベーター、エスカレーター 30 
 
※「建築物のライフサイクルコスト（平成 31年度版）」の部材データベースなどを参考にして、劣化状

況に応じて修繕を実施した場合の標準的な年数を設定している。 

※上記の更新周期は目安であるため、施設や部位の役割・重要性などの特性を踏まえた上で、定期点検等

により更新等が必要または見送りが適切と判断した場合には、上記によらない。 

※メーカーによる更新周期の設定がある場合、既に策定済みの個別施設計画に更新周期が定めている場合

は、その年数を優先する。 

※局所的な配線、配管、器具等の劣化、故障後の対策が効率的な方法となる場合は、「事後保全型管理」

で対応も可とする。 

※廃止予定の施設は、上記によらず、安全性に配慮した必要最低限の工事のみとする。 

 

（出典：岐阜市公共施設の保全に関する指針） 
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（3）対策優先度の考え方 

利用者の安全性確保に係る改修を最優先とし、施設の劣化状況、施設の利用状

況、今後の方向性等を勘案し、総合的に判断します。 

また、限られた財源のなかで、建築物の性能・機能を良好な状態に保つ（維持

保全）ため、改修・更新等の実施は、対策の優先度を踏まえて、計画を策定する

必要があります。 

本計画では、以下の考え方に基づき施設毎の対策の優先度を定めます。 
 

【共 通】 

・予防保全部位については、部位毎の更新周期を目安として、改修・更新等を

計画します。 

・劣化診断調査等で全体的に経年劣化が進行していると判断する場合は、改修・

更新等による対策が望ましいため、予防保全部位の更新周期の集中時期等に

合わせて、対策の前倒し・先送りを検討し、小規模・大規模改修等を視野に入

れて計画します。 

【建 築】 

・各種点検等の結果を踏まえて、早急に対応する必要があると判断されたもの

については、優先的に改修・更新等を計画します。 

【電気・機械・音響・舞台設備】 

・各種点検等により、改修・更新等が必要と判断された設備については、優先

的に対策を計画します。 

 

（4）特定天井の対応 

岐阜市文化会館の一部の貸室施設において、2014（平成２６）年に施行された

改正建築基準法施行令による「特定天井※（脱落によって重大な危害を生ずるおそ

れがある天井）」に該当するため、安全性と財政的負担を考慮し、適切な対応方法

について検討を進めます。 

<特定天井※> 

特定天井は、吊り天井であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

一 居室、廊下その他の人が日常立ち入る場所に設けられるもの 

二 高さが 6 ﾒｰﾄﾙを超える天井の部分で、その水平投影面積が 200平方ﾒｰﾄﾙを超えるものを

含むもの 

三 天井面構成部材等の単位面積質量（天井面の面積の１平方ﾒｰﾄﾙ当たりの質量をいう。）

が２ｷﾛｸﾞﾗﾑを超えるもの 

（出典：平成 25年国土交通省告示第 771号第二） 

【特定天井対象施設】 

施設名 対象施設 

岐阜市文化センター 催し広場、小劇場 

岐阜市民会館 大ホール 
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7 実施計画 

 

（１）実施計画の目的 

実施計画は、長寿命化の推進に必要となる、直近 10年間の各施設の更新等の

費用を算出して、具体な計画を策定することを目的とします。 

今後必要となる単年度ごとの対策費用を把握し、財政負担の見通しを踏まえた

中長期的な視点での更新等を図ります。 

 

（２）対策内容の実施時期 

各種点検結果、目標使用年数、予防保全部位の更新周期、対策優先度の考え方

を踏まえて、対策の実施時期を計画します。 

また、更新周期の重なる建築部材、電気・機械設備等をまとめて小規模、大規模

改修の実施を検討するなど、効果的・効率的な計画により、改修・更新等の費用の

低減を図ります。 

 

【性能機能向上】 

分類 内容 

修繕 
劣化・不具合が生じた部位の性能・機能を原状（初期の水準）又

は実用上支障のない状態まで回復させること。 

小規模改修 

経年劣化した建築部材や設備機器の更新周期が重なるものをま

とめて、原状回復を図ること。（概ね 20年を目安に実施。劣化

状況、施設用途等を考慮して、実施の要否を判断する。） 

大規模改修 

経年劣化した大部分の建築部材や設備機器の更新周期が重なる

ものをまとめて、原状回復又は性能・機能の向上を図ること。（概

ね 40年を目安に実施。劣化状況、施設用途等を考慮して、実施

の要否を判断する。） 

更新 

老朽化等により低下した公共サービス機能、安全性を回復する

ために、新しい建築物に建て替えること。または、故障や不具合、

耐用年数を過ぎた部位を新しいものに取り替えること。 

（出典：岐阜市公共施設の保全に関する指針） 

 

（3）対策費用の算出 

実施計画において、故障等の発生により、施設の機能や性能に著しい影響を及ぼ

す恐れがある対象部位については、長寿命化のために必要な対策費用を算出し、そ

れ以外の部位については、事後保全型の対策費用を計上します。 

なお、対策費用については、建築部材や設備機器の実情に合わせ、業者見積額等

により対策費用を算出することとし、前述の算出が困難な場合は「建築物のライフ

サイクルコスト（平成 31 年度版）」を参考に、標準的な建築物に要する単価、費

用等を採用します。 
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（４）各施設の実施計画 
 
【岐阜市文化センター】                                             （千円） 

 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

R3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 R9 R10 R11 R12 

建 築 3,960 10,042 147,302 166,216 127,600 25,000 0 0 0 0 

電気設備 23,350 11,090 77,890 35,692 33,412 42,000 7,400 24,720 0 0 

機械設備 5,450 0 48,270 33,530 106,260 9,460 132,990 22,230 10,150 0 

音響・舞台 0 6,580 56,370 1,300 7,524 225,610 480,940 0 15,000 30,000 

その他 0 12,726 9,220 2,767 36,960 200 0 0 20,000 3,000 

合 計 32,760 40,438 339,052 239,505 311,756 302,270 621,330 46,950 45,150 33,000 

経過年数 37年 38年 39年 40年 41年 42年 43年 44年 45年 46年 

 

 

【岐阜市民会館】                                                 （千円） 

 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

R3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 R9 R10 R11 R12 

建 築 2,229 199,980 0 16,027 0 0 0 0 0  

電気設備 0 7,557 9,000 20,468 38,170 0 0 0 39,930 0 

機械設備 0 0 0 78,195 10,559 0 5,110 0 0 0 

音響・舞台 0 67,665 40,230 30,070 3,216 49,500 0 0 0 0 

そ の 他 0 0 0 3,009 0 11,702 0 527 0 289,202 

合 計 2,229 275,202 49,230 147,769 51,945 61,202 5,110 527 39,930 289,202 

経過年数 54年 55年 56年 57年 58年 59年 60年 61年 62年 63年 

 

 

8計画更新に関する考え方 

 

実施計画については、毎年行われる管理者点検や法定点検等により把握した劣化

の進行状況等の状態を随時反映させていく必要があります。そのため、現時点で把握

している状況をもとに計画しているものであり、建物の状況の変化に対応して、見直

しを図っていきます。 

また、施設の継続方針の変更など本計画の取組み予定を再検討する必要が生じた場

合には、計画全体の見直しを行います。 

実施時期 

実施時期 

対策内容 

対策内容 


